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2019 年３月 25 日 

各   位 

会社名    株式会社 小森コーポレーション 

代表者名  代表取締役社長    持田 訓 

（コード番号 6349  東証第１部） 

問合せ先  取締役管理本部長  松野 浩一 

（TEL 03 – 5608 – 7826） 

 

中国販売代理店の株式取得に関するお知らせ 

 株式会社小森コーポレーション（本社：東京都墨田区、代表取締役社長 持田訓、以下「小森」）

は、小森香港有限公司を通じて、中国販売代理店深圳兆迪技術有限公司（本社：中国、深圳市、

総経理：楊陽、以下「インフォテック社」）の全株式を取得することにつき、同社株主と合意しました。 

 

記 

 

１． 株式取得の目的 

インフォテック社は、約 20 年間当社の販売代理店として活動しており、当社の会社方針、製品を

良く理解している信頼できるパートナーであり、当社の印刷機を 1,600 台以上販売するなど、強力

な顧客基盤とセールス体制を持っています。 

本買収の目的は、世界最大の印刷機市場である中国の高度化する顧客要求に対してより的確

に対応するために、オフセット印刷機はもちろん、最新のデジタル印刷機、自動化・省力化に対応

する各種機材、高付加価値な印刷資材、KP-Connect などの最先端のソリューションを積極的かつ

迅速に提供し、事業を拡大することにあります。 

新体制は、小森の経営理念・戦略のもと、中国印刷業界の事情に精通した現地のマネージメン

トを中心に運営を行い、人材育成やＩＣＴなどの投資を通じ、個々のお客様に合った質の高いソリュ

ーションやサービスを提供してまいります。こうした活動を通じて、小森はこれまで以上に中国のお

客様にとって信頼できるパートナーとなり、中国印刷業界の発展のために貢献していきたいと考え

ます。 
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２．異動する孫会社（深圳兆迪技術有限公司）の概要 

（１） 名 称 深圳兆迪技術有限公司 

（２） 所 在 地  中華人民共和国広東省深圳市南山区  

（３） 代表者の役職・氏名 総経理 楊陽 

（４） 事 業 内 容 印刷機器、周辺機器及び消耗品の販売・サービス 

（５） 資 本 金  30,000 千人民元 

（６） 設 立 年 月 2001 年８月 

（７） 大株主及び持株比率 凌代紅 33.0%   

郭烜 20.0%   

楊陽 20.0%   

（８） 上場会社と当該会社と

の間の関係 
資 本 関 係 該当事項はありません 

人 的 関 係 該当事項はありません 

取 引 関 係 当社販売代理店であります 

（９） 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態  （単位：千人民元）

決算期 2016 年 12 月期 2017 年 12 月期 2018 年 12 月期 

純 資 産  61,607 83,113 90,709

総 資 産  93,518 134,400 131,744

売上高（主に販売手数料収入） 58,006 88,430 132,150

当 期 純 利 益  8,446 22,160 39,884

（注）上記決算数値については監査法人及び公認会計士による会計監査は受けておりません。 
 
３．当社子会社（小森香港有限公司）の概要 
（１） 名 称 小森香港有限公司 

（２） 所 在 地  中華人民共和国香港特別行政区 

（３） 代表者の役職・氏名 Craig Shing-Chi Chan, President 

（４） 事 業 内 容 印刷機器、周辺機器及び消耗品の販売・サービス 

（５） 資 本 金  18,116 千香港ドル 
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４．株式取得の相手先の概要 
（１） 氏 名 凌代紅 他個人 10 名、会社１社 

（２） 上場会社との当該個人

及び会社の関係 
資 本 関 係 該当事項はありません 

人 的 関 係 該当事項はありません 

取 引 関 係 該当事項はありません 

 
５．取得出資持分及び取得前後の出資持分の状況 
（１） 異 動 前 出 資 持 分  0.0%     

（２） 取 得 出 資 持 分  100.0%     

（３） 異 動 後 出 資 持 分  100.0%     

（注） 取得価額につきましては、非公開といたします。 
 
６．日程 
（１） 取 締 役 会 決 議 日  2019 年３月 25 日 

（２） 契 約 締 結 日  2019 年３月 25 日  

（３） 株 式 譲 渡 実 行 日  2019 年４月末（予定）  
※中国当局の営業許可証の取得を条件とする 

 
７．今後の見通し 
今後の当社の業績に与える影響につきましては、確定次第速やかに開示いたします。 
なお、株式譲渡実行は 2019 年 4 月末を予定している為、2019 年 3 月期の当社連結業績

への影響はございません。 
 

以上 
 
 

 


